
現  状 方向性

(1)

・外出できない人の受診環境の整備のため、各地域におけ
る認知症初期集中支援チームの立ち上げを望む

【市の事業】
・モデル事業実施（中央区・南区）：２チーム設置

・モデル事業を検証し，全市展開に向けて検討していく。

(2)

・受診に結びつかない人の医療に関して，介護関係者が相
談できるところが身近にあると良い

【市の事業】
・市内2か所の認知症疾患医療センターにおいて，全区を対象とし
た専門医療相談を実施。
・認知症初期集中支援推進事業を2区でモデル実施。
・区（健康福祉課・地域保健福祉センター）やこころの健康センター
にて認知症に関する相談を実施

・認知症疾患医療センターにおける専門医療相談の周知
・モデル事業を検証し，全市展開に向けて検討
・かかりつけ医をはじめとした医療機関と福祉・介護関係機
関の地域内における連携体制の構築
・区（健康福祉課・地域保健福祉センター），こころの健康セ
ンター，医療機関及び福祉・介護関係機関が，相互の業務
に対する理解を深めるため，日常業務を通じて連携を強化
する。

(3)
・早期発見のため、一般検診でスクリーニングを行ってはど
うか

・北区において、もの忘れ検診として特定検診に組み入れることに
ついて課題を整理中

・北区の状況について注視していく。

(4)

・MCIの段階で対応できるよう、気軽に自己診断できる仕組
みをつくり、必要な人に予防教室、受診を勧める仕組みを望
む

【市の事業】
・「認知症安心ガイドブック」の作成，配布
・基本チェックリストの実施

・「認知症安心ガイドブック」や認知症予防啓発リーフレット
「認知症を予防しよう」(資料1-2）による周知。
・基本チェックリスト実施により，認知症の早期発見早期治
療も含め，適切なサービスにつなげる。

(5)

・かかりつけ医認知症対応力向上研修にさらに多くの医師に
受講していただきたい（整形外科等）

【市の事業】
・医師会を通じ，会員に個別案内
・【診療科別】かかりつけ医認知症対応力向上研修参加者数（資料
1-3）

・効果的な周知方法について当会議の医師及び医師会と意
見交換をしていく。

(1)

・家族会や介護者同士が交流し、理解や共感が得られ
る場所づくりやデイサービスと組み合わせて利用できる
場所があると良い

(2)

・継続的な家族教室を望む

(1)
・一定の統一したシステムを作っていく必要がある。「ＩＴ」と
「地域の人々の協力」が重要かと思います。

・各企業の取組みを，注視していきます。

(2)

・徘徊シルバーＳＯＳネットワークのファックスの送信先にデ
イサービス等の介護事業所を追加するなどの、内容の充実
を望みます（県警の管轄ですが）

【県の事業】
・新潟県認知症行方不明対策推進会議（H26）
・新潟県警「はいかいシルバーＳＯＳネットワークシステム」
　登録事業者（新潟市内８警察署管内）：1121事業所
　　　　　　　　　　　　　　※重複登録あり　（平成２７年８月現在）
　平成２７年中（認知症のみ）　発信数（手配総数）：191名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　うち死亡：7名

・平成27年中新潟県内における認知症行方不明者受理　209名
　新潟市内における認知症行方不明者受理　81名　うち死亡：8名

・行方不明対策において県と情報共有・意見交換をする。

(3)

・徘徊の行方不明や事故防止のための対策の強化を望みま
す（ステッカーの導入など）

【市の事業】
・西蒲区:高齢者等見守りキーホルダー事業
　　H27交付実績：466件 　実働実績：なし

・西蒲区の事業検証を踏まえ，検討していく。
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2 家族支援

市の施策へのご意見 Ⅳ
認知症の人の
介護者への支
援

【市の事業】
・各区において、家族介護教室や介護者の集い事業を実施
　26年度：86回　（資料1-4）
【公益社団法人認知症の人と家族の会の取組】
・県支部下越エリア会員数：108名
　定期的に「つどい」を開催：月１回程度
【地域や団体の取組】
・認知症カフェ：5か所

・家族介護教室：継続実施
・認知症カフェ：市の現状を把握し，課題等整理

新潟市認知症施策の課題等と現状・今後の方向性

課題・施策分類 第1回会議でのご意見
新オレンジプラン

の柱

1 早期発見・予防

市の施策へのご意見 Ⅱ
認知症の容態
に応じた適時・
適切な医療・介
護等の提供
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3 行方不明対策

市の施策へのご意見 Ⅴ
認知症の人を
含高齢者にや
さしい地域づく
りの推進

資料1-1 



(1)

・就労や生活費等の経済的問題、居場所づくり等の多分野
にわたる総合的支援が必要である。

【県の事業】
　若年認知症対策部会（年2回）
　若年性認知症交流会の開催
　若年性認知症の普及啓発を図るための講演会
　若年性認知症の人と家族の支援ガイドブックの普及促進
  若年性認知症支援コーディネータ養成

・県と意見交換をする。

(2)

・若年認知症の方の居場所がない。きちんと受け入れられる
居場所つくり。利用できるサービス（仕事として参加できるよ
うなもの）や，デイケアができるといいと考える

・介護保険制度の動向を，注視していく。

(3)

・福祉サービスは，年齢で区切られており疾病で区切られて
いない他の市町村はどのようになっているのか。
①紙おむつの支給
　　・介護保険制度の場合「65歳以上」で、要介護1～5、かつ
市民税非課税、という条件あり。
　　・障がい福祉制度の場合「64歳まで」で「身体障がい者手
帳1～2級（下肢・体幹・移動機能）」もしくは「療育手帳Ａ所
持」、という条件あり。64歳以下の若年性認知症の方（身障
手帳なし）については対象にならない。
②徘徊高齢者の家族支援（位置検索用端末・ＧＰＳ）
　　・「65歳以上の高齢者」のみ対象となるため、若年性認知
症

①紙おむつの支給
年齢要件に２号被保険者が含まれる政令市：札幌市、仙台市、千
葉市、横浜市、大阪市、神戸市、広島市、北九州市、福岡市、熊本
市

②徘徊高齢者の家族支援（位置検索用端末・ＧＰＳ）
年齢要件に２号被保険者が含まれる政令市：さいたま市、千葉市、
相模原市、大阪市、北九州市

・他都市の状況をふまえ、検討する。

(1)

・家族が認知症のことを定期的に相談できる人がいない、と
いうことが挙げられる.。独自の教育をおこない認定する制度
などがあるといい

(2)

・ケアマネ、介護サービス事業所の力量の問題（特にＢＰＳＤ
のある方へのケアについて）
　認知症ケアにおけるアセスメントの視点や実際の対応につ
いて、ケアマネ、事業所（相談員・介護スタッフ）の研鑽、質
の向上が必要。

(3)

・歯科医師の現場では，認知症に関する相談先や認知症に
関しての視点はないのが，現実である。認知症と診断された
時点での歯科健診の実施や推奨，さらに家族，施設職員も
含めた口腔ケアの研修，トレーニングなどが必要と思われる

(1)

・判断能力が低下している認知症高齢者の権利や財産の保
護について，これまでとは違う視点での研修や普及活動が
必要な時期ではないか。

・平成25年より新潟市社会福祉協議会に成年後見支援センターを
設置、成年後見制度の普及啓発を実施している。

・本年4月に成年後見制度の利用の促進に関する法律が可
決し、さらなる成年後見制度の推進が図られることとなっ
た。
・今後国が策定する「成年後見制度利用促進基本計画」の
策定状況に注視し、新たな普及啓発に備えていく。
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新潟市認知症施策の課題等と現状・今後の方向性
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Ⅱ
認知症の容態
に応じた適時・
適切な医療・介
護等の提供

【県主催】
　かかりつけ医：「認知症サポート医・かかりつけ医ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修」
（新潟市共催）
　歯科医師：「歯科医師認知症対応力向上研修」
　薬剤師：「薬剤師認知症対応力向上研修」
　看護職員：「看護職員認知症対応力向上研修」
　介護支援専門員：「介護支援専門員研修」

【市主催】
　かかりつけ医：「かかりつけ医認知症対応力向上研修」
　医療従事者：「病院勤務の医療従事者向け対応力向上研修」
　介護従事者：「認知症介護基礎研修」
　　　　　　　　 　「認知症介護実践者研修」
　　　　　　　　　「認知症介護実践リーダー研修」
　　　　　　　　　「認知症対応型サービス事業管理者研修」
　　　　　　　　　「認知症介護指導者研修」
　　　　　　　　　「小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修」
　　　　　　　　　「養介護施設管理者対象（虐待防止）研修」

【新潟県介護支援専門員協議会の取組み】
　H28認知症に関する研修1回開催予定

　

・各職能団体等との連携情報共有し，研修の周知，受講者
増に向けての取組み推進。

市の施策へのご意見

成年後見制度
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4 若年性認知症

市の施策へのご意見 Ⅲ
若年性認知症
施策の強化

5
専門職の人材

育成

市の施策へのご意見



(2)

・特に市長申立が必要な方が近年特に増えているが、申し
立て手続きに要する時間（申立資料作成等）が長く、なかな
か制度につながらないことがある。

・成年後見制度の利用が必要な方には、申立の支援を行うなど対
応し、必要に応じ市長申立を行っている。
・市長申立に係る調査や書類作成には一定の時間を要する。

・家庭裁判所等の関係機関と協力し、速やかな審判の請求
を行う。

(3)

・今後は一人暮らしや身寄りのない認知症の人が多くなりま
す。その人たちの財産管理や契約などの手続きの手助けを
する成年後見人の後見人の不足も大きな問題になると思わ
れます。

・本市では平成24年から市民後見人養成研修を実施し、修了者の
うち、希望者には、社協が実施する法人後見の支援員として活動に
参加。市民の担い手づくりを進めている。

・今後国が策定する「成年後見制度利用促進基本計画」の
策定状況を注視し、市民後見人の養成の在り方を検討して
いく。

(4)

・市民後見人の養成やフォローアップの体制作りを望みたい
です。任意後見人制度は重要だと思われます。

同上 ・今後国が策定する「成年後見制度利用促進基本計画」の
策定状況を注視し、任意後見の啓発について検討していく。

(1)

・認知症専門医が地域によって少ない。主治医から専門医
につないでもらえる体制や，かかりつけ医に専門医への診
断依頼や治療の連携が，もう少し周知されて，問題症状など
の相談・連携ができる体制が整うといいと思う。

・各研修やネットワーク等のあらゆる場面を使って，連携に
ついて周知していく。

(2)

・実際の虐待ケース対応時の連携において、特に医療機関
側（相談職等）への啓発が必要（法律の理解、個人情報の取
扱い、実際の連携について等）

【市の事業】
・医療機関を含めて、施設等に高齢者虐待防止を啓発するポス
ター、チラシの配布を行っている。
・行政職員・地域包括支援センター職員向けの研修（年２回）、養介
護施設・養介護事業管理者向けの研修会（年４回）を実施してい
る。

・引き続き、医療機関を含めた啓発活動を行う。

(1)
・認知症サポーター養成講座等，定期的に幅広い地域で一
般住民向けの認知症研修が必要ではないでしょうか。

・認知症サポーターがさらなる活躍できるようなしくみについ
て検討していく。

(2)

・在宅医療・介護連携ステーションが立ち上がりそこを中心
に，地域での認知症に関する勉強会などを開催していただく
といいのではないか

・在宅医療・介護連携センターと各区の在宅医療・介護連携
ステーションが実施する新潟市民出前講座「医療と介護の
おきがる座談会」（市民向）や医療介護事業所向け出前セミ
ナー，区ごとの多職種連携研修会等の取り組みにおいて，
実施を検討する。

Ⅰ
認知症への理
解を深めるた
めの普及・啓発
の推進

【市の事業】
・認知症サポーター養成講座
・ｷｬﾗﾊﾞﾝ･ﾒｲﾄ養成研修
・ｷｬﾗﾊﾞﾝ･ﾒｲﾄﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修
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6 成年後見制度

8 住民への教育

市の施策へのご意見

その他
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新潟市認知症施策の課題等と現状・今後の方向性

地域での医療
連携の構築

市の施策へのご意見 Ⅱ
認知症の容態
に応じた適時・
適切な医療・介
護等の提供

・認知症対策16事業及び初期集中支援推進事業の普及と
充実により、認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくり
（ソフト面・ハード面の生活しやすい環境整備、就労・社会参
加支援、安全確保等）につながる。
・本人・介護者への24時間サポート体制
・独居の認知症高齢者の支援体制の充実
・認知症の人の車の運転について，家族やケアマネは止め
られない。制度や法の整備をしてもらいたい。加害者になる
心配もある。車をやめても，不自由がない生活を送れる地域
つくりをしていってもらいたい。
・いつでも，相談できる体制

その他


